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「税制改革に関する提言」のとりまとめにあたって

日本の金隙システムは、経済の血液であるお金の循環が目詰まりを起こし、

流動性が収縮するという危機的状況にある。金融機関に対する信用の低下が、

資金不足の懸念を生み、信用収縮などの現象を通じて、景気の悪化や企業倒

産の増加に拍車をかけている。我が国にとって、時間的にはもちろん、日本

発の世界恐慌を引き起こさないという国際公約からも、金融システムの建て

直しは、緊急の課題である。

一方、金融システムの安定化だけで景気回復が図れるわけではない。危機

的状況にある景気を回復軌道に乗せるために、政府はあらゆる政策を動員し

ようとしており、経済界など各界もそれを強く要望している。現在の情勢に

対応するためには、大型景気対策が最優先で実行される必要がある。ただ、

その場合にも構造改革の視点を忘れてはならない。例えば、減税についても、

所得税の恒久減税など、本来的な構造改革の一環として、制度そのものの見

直しに取り組むことが望ましい。

それと同時に、景気対策と並行して本来の構造改革に取り組むことも重要

である。このまま構造改革が中途半端に終われば、日本の経済も社会もダメ

になるのではないかと強い危惧を感じている。日本経済再生の基本は、自由

な競争を通じて、技術開発を進め、ソフトやノウハウを革新し、生産性を高

めていくという地道な努力にある。回り道と感じられても、創意工夫が活き、

個人の努力や成功が報われる社会の構築こそがかえって近道であると考える。

以上のような考え方から、構造改革に関する基本的な税のあり方について、

別添の提言をとりまとめた。

-¥ 

平成10年11月

構造改革委員会委員長

山本雅司
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税制改革に関する提言一税のあり方を考える一（ポイント）
ー

Iはじめに 1 
・現在の日本は各種システムの制度疲労に直面し、構造改革の実現を迫られている
・税制は国の基本であるにもかかわらず、見直しの内容は短期的で技術的なものにとどまっている

...[J... 

日本を活力ある豊かな社会とするためには、本来あるべき税の姿を明らかにしなければならない

11.構造改革の中の税制改革

(1)構造改革の考え方
・基本的考え方自由と公正という理念の尊重
・目標とする社会「効率的な社会」かつ「公正な社会」→「健全な社会」の構築
・健全な社会をつくるには、構造改革を進めなければならない

_[]_ 
経済のダイナミズムを取り戻す

(2)構造改革の進め方

①全体戦略をたてる →場当たり的でなく、ビジョンに基づいた改革

②短期施策も整合性を保つ → 縦割り施策の打破

(3)税制改革の必要性
「税制改革」は、国民の考える国のあり方に左右される

ょ
日本の構造改革は、税制改革抜きには考えられない

12．税制改革の考え方

(1)税に関する基本的考え方
・納税によって国が成り立っている 納税者意識を高め、国民的な合意を目指さす
・国債も結局は税金で賄わなければならないため、国債の増加は望ましくない
・官民の役割分担政府はプレイヤーではなく、審判に徹する

(2)税制改革の新しい原則
①同じ所得なら同じ税負担を（公正の理念）
・垂直的公平から水平的公平に重点を移す
•高額所得者に対する懲罰的な税は見直す

②国際的に調和のとれた税負担を（中立の理念）
・税の国際的な相違が経済活動に大きな影響を及ぼす

・税は、人や企業の活動に対して、国際的に中立であることが望ましい

③税制における透明性の確保を（簡素の理念）
・不必要な機能をなくし、制度を簡素化することで透明性を確保する

13税の機能の見直し

(1)財源調達機能 → 「法で決められた税は確実に徴収されるべきである」
・税本来の機能であり、最も基本的な機能
・税制の歪みをなくし、制度の公正化、透明化を十分に行い、正確な納税を促す

(2)社会政策機能 → 「弱者保護は財政によるセーフティーネットヘ移行せよ」
・ナショナルミニマムは既に達成され、現在の所得再分配は行き過ぎと考える
・弱者保護は税制面ではなく、生活保護などのセーフティーネットの充実で達成すべき

(3)経済政策機能 → 「景気対策のために税を歪めるな」

・現下の危機的な景気状況下では、適切な運営さえ行えば、政策減税も効果が期待できる
・税制の安易な変更は、不公平感を招いたり、税制を複雑化する恐れがある
・税はタイムリーに見直し、長期的にみて望ましい税制の姿を実現する方向で使用すべき

ょL
社会政策機能、経済政策機能をできるだけ簡素化して、小さな政府をつくることを前提に、
財政政策で代替できるものは積極的に移していく

14．具体的な税制の見直し

(1)直ちに手吝つけるべき項目
①納税者番号制の創設
・総合課税化で税制の簡素化に役立つこれは金持ちにより厳しい措置になる
②租税特別措置の見直し
•特定の業種などに有利になっているため、原則廃止も念頭に、見直しを行う
③法人税率の引き下げ
・国際的な税の調和という観点から、実効税率を40％に引き下げる
④所得に対する課税の見直し
・勤労意欲を高めたり、国際的な税の調和をはかるため、最高税率を50％へ引き下げる

(2)検討に着手すべき項目
①法人事業税の見直し
・地方の行政サービスの対価という観点から、課税標準を見直す結果として赤字法人課税も
やむを得ない
②所得税における課税最低限の見直し
・国際的に見ても高水準 合理的な控除項目のあり方について見直す
③消費税の見直し
・厳密な所得補足が困難な中、公平さという観点から消費税のあり方を検討する必要がある
④源泉徴収制度の見直し
・年末調整ぐらいは個人で行うことにより、納税者意識を高めるのに役立つ

Iおわりに_J
・健全な税制の確立
・総論賛成，各論反対
・構造改革進展

→ 民間部門の安心感増大 → 民間の潜在力発揮
→ 自ら痛みを伴うことを覚悟すべき
→ 活力ある豊かな社会
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はじめに

現在は明治維新、第二次世界大戦直後に匹敵する大変革期にある。日本は各

種システムの制度疲労に直面し、構造改革の実現を迫られている。構造改革を

行うため、橋本内閣は6大改革に着手したが、国を成り立たせている最も基本

である税制改革は、その中に含まれなかった。景気対策などのために税制は毎

年議輪され、見直しされているが、その内容は短期的かつ技術的要素が強いよ

うに思われる。

今は将来のビジョンや、あるべき姿が見えず、混迷を深めている現状にある

が、構造改革を進め、日本を活力ある豊かな社会とするためには、将来あるべ

き税の姿を明らかにすることが重要である。

1.構造改革の中の税制改革

(1)構造改革の考え方

独創的な企業活動が求められ、経済のグローバル化に対応して市場原理の活

用が求められ、少子・高齢化などの環境変化に対応しなければならない時代を、

従来の社会制度で乗り切ることはできない。中でも日本経済の再生には、自己

責任原則の確立と、市場原理の活用により、経済のダイナミズムを取り戻すこ

とが必要である。そのためには社会の根底で、自由と公正という理念が尊重さ

れていなければならない。自立した個人や企業が輩出し、自由にその能力が発

揮でき、彼らの努力や成功が報われる「効率的な社会」であるとともに、敗者

には復活の機会が与えられ、多くの人が国や社会を信頼することができる「公

正な社会」、そのような、活力に溢れ、歪みのない「健全な社会」の構築こそ

が、構造改革の最終目標でなければならない。例えば、企業や人々が魅力を感

じ、こぞって集まってくるような社会、敗者にも最低限のセーフティネットが

確保されている社会、そのかわり努力や能力に応じた所得の格差が容認される

社会、透明で簡素化された税制のもと、人々が納税義務を果たしている社会を

私たちは思い描いている。そのような日本の社会をつくるために、今こそ構造

改革を進めなければならない。

-3 -



(2)構造改革の進め方

構造改革を推進するにあたって、私たちは次の2点を強調したい。第ーは、

全体戦略を立てることが重要だということである。現在の6大改革は、当面対

応が必要な問題に対する施策を並べることが中心となっているように感じられ

る。全体のビジョンや戦略がはじめにあって、それにふさわしい施策を考える

という過程も必要ではないか。財政構造改革法の改正・凍結という状況に、場

当たり的な印象を感じるのも、ここに原因がある。この際、もう一度中期的な

全体戦略を明確にし、その理念のもとで、しっかりとした施策群を構築してい

くことが必要であろう。

第二に、短期的な施策についても整合性を保つ必要がある。現在、政策決定

の仕組みは縦割りとなっているが、内閣機能の強化や総理大臣の権限強化をは

かったり、複数の審議会を束ねることで、統一的な施策の立案ができるように

しなければならない。今のところ行政改革関連の法律が成立し、その運用に期

待することになるが、当面できるところから手がけることが必要である。その

ためには審議会の統合を図るべきである。金融制度調査会、保険審議会、証券

取引審護会が発展的に解消し、発足した金融審謙会は良い前例となる。従って、

税制に置き換えて言えば、歳入と歳出のバランスを図ることが必要であり、ま

ずは歳出を考える財政制度審議会、歳入を議論する税制調査会の合併を提唱し

たい。さらに、これと担当する省が異なる年金や医療、保険などの審議会を合

同で開催し、税と社会保障を合わせた国民負担のあり方を、総合的に考える機

会を持つことも検討すべきである。

(3)税制改革の必要性

税制とは、国家が国民から強制的に金銭を徴収する制度である。それをいか

に正当化するか、そのあり方をどう合意するかは、まさしく国民の考える国の

あり方に左右される。税を考えることは、国のあり方を考えることでもある。

しかし現在の税制改革綸議は、減税をしろという主張ばかりが前に出過ぎてお

り、基本的な哲学が欠けているのではないかと感じられる。私たちは税制改革

を構造改革の一環としてとらえ、中長期的課題として、「負担の公平」をいか

に合意し、実現していくかという、国の基本に関わる原則を検討していくべき

だと考える。税制は、選挙制度や司法制度と同じく、国の骨格をなすべきイン
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フラと見なすこともできる。その税制を変えることは、日本の構造改革そのも

のであり、まさしくそれが税制改革を必要とする理由である。

2.税制改革の考え方

(1)税に関する基本的考え方

納税は国民の義務であり、最大の関心事の一つであるにもかかわらず、納税

者意識は高いとは言えない。国のあり方に関わる税の改革を護論する際には、

納税によって国が成り立っているという意識を強く持ち、国民的な合意形成を

目指さなければならない。

現在、主張としては小さな政府の実現と市場原理の活用で、経済の活性化を

図るべきであるとの意見が合意を得つつあるように思われる。しかし現状を見

ると、小さな政府への変革は少しずつしか進展していない。政府が行う仕事を

どのように減らして、小さな政府を実現するかという道筋が難しいなら、発想

を変え、税収の範囲でのみ行政サービスを行う、「入るを計って、出づるを制

す」 ※という考え方で国を運営する気構えを持つことが必要である。

ところが、国の財政は税の他に国債に頼っているのが現状である。国債はい

ずれ返すことが必要な借金であり、利子支払いも必要であるが、国債の元利償

還は、結局は将来の税で行わなければならない。経済の成長などが実現できれ

ば、将来世代にとってもメリットとなるとの意見もあるが、税を負担する将来

世代の声を反映できない以上、特に赤字国債は望ましいものではない。

ここで注意すべきポイントは、官民の役割分担にある。市場原理の追求は民

の部分で徹底的に行い、自己責任原則のもと、政府に泣きつかず、自らの道を

切り開いていく。小さくなった政府は、市場原理を補完する役割、プレイヤー

ではなく審判に徹するという役割分担を明確にすることである。また、国と地

方の役割分担においても、国の役割を限定的にとらえ、地方に権限と財源を移

していくことが求められている。

※収入の額を計算し、それに応じて支出の計画を立てる［礼記より］
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(2)税制改革の新しい原則

税制にはもともと「公正、中立、簡素」という原則があり、最近では国際的

整合性、国際競争力などもその中に入れるべきとの見方がある。しかし今まで

もそうであったように、それぞれの原則は時代々々でその意味合いが異なり、

逆に言えば常に見直していくべきものである。そして、当然税制も時代の変化

に従って、柔軟に変わっていかなければならない。私たちは「活力のある豊か

な社会」を実現するため、これからの税制が果たす役割を考える場合に、特に

必要な理念は、次の 3つに集約されると考える。

①同じ所得なら同じ税負担を（公正の理念） ：現在、クロヨンなどと言われる

ように、同じ所得を得ながら、所得補足に差があるため、人により異なる

税金を払っていると指摘されている。私たちは、税は特定の利害関係者の

力により、公正感を欠きやすいものであると考えている。

さらに、税は公正でなければならないが、公正の内容は時代により異な

ってくる。従来は、金持ちに重い税を課し、低所得者へ財政で再分配する

垂直的公平を重視することが、公正の理念にかなうものと理解されてきた。

しかし、これからは、努力した人が正当に報われ、努力に対するペナルテ

ィとも考えられるような高率の課税は行わないことが公正の理念にかなう

ものと考える。今後は垂直的公平から、同じ所得なら同じ税を負担すると

いう、水平的公平に重点を移していくことが必要である。

②国際的に調和のとれた税負担を（中立の理念）：経済のグローバル化に伴い、

企業の国際競争が激しくなる中、税の国際的謂和が重視されつつある。法

人税の水準に大きな差があると、それによって企業が生産拠点を移したり

するため、国の税収や企業経営のあり方に大きな影響を及ぽす。人や企業

の活動に対して、国際的にも中立であることが望ましい。

③税制における透明性の確保を（簡素の理念） ：税制の見直しを通じて不必要

な機能を切り離し、制度を簡素化したり、所得捕捉を統一的に行う仕組み

を作ることで、透明性を確保する。特に所得の捕捉率が高まれば、総合課

税で一本化することにより、簡素な税制の実現も期待できる。これらの実

行は、税収の確保にも貢献し、税に関する信頼感を高めることにもつなが

る。
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3.税の機能の見直し

税はあくまで国の政策を実現する手段であり、それをどのように用いるかは、

国のあり方をどう考えるかによる。その際、税制の機能別に考えることがわか

りやすいと思われるので、以下では税制の財源調達機能、社会政策機能、経済

政策機能の3つに分けて考察し、今後税制がどのような機能を持つべきかを提

言する。

(1)財源調達機能

「法で決められた税は確実に徴収されるべきである。」税の持つ財源調達機

能は、国の財政支出を賄うために収入を確保することである。まさに税の本

来の機能であり、最も基本的な機能である。歪みをなくし、簡素な制度に作

り替えて、国民が納得した税制のもと、決められた税金を確実に納税しても

らうことを求めていかなければならない。

(2)社会政策機能

「弱者保護は財政によるセーフティーネットヘ移行せよ。」市場原理に任せ

ておいては、経済的強者はより強くなり、経済的弱者はより弱くなる弱肉強

食の社会が出現する恐れがある。そのため、高額所得者には高率の累進税を

課し、低所得者は税を免除するという税制の持つ所得再分配の機能により、

国民全てが平均して豊かになることを目標としてきた。しかし私たちはナシ

ョナルミニマムは既に達成されたとの考えに立ち、税制面での広範な所得再

分配はやめ、真に困った人々には財政におけるセーフティーネットの形で十

分に配慮すべきだと考える。つまり、弱者の保護は生活保護などのセーフテ

ィネットの充実で達成し、累進性は必要であるものの、高所得者に重税を課

して、逆にかなりの所得者にまで税金を免除するというような政策は、可能

な限り小さくしていくことが望ましい。

(3)経済政策機能

「景気対策のために税を歪めるな。」税における経済政策機能も、 見直す時

期にきている。現下の危機的な景気状況においては、大型景気対策が最優先

で実行される必要があり、政策減税は即効性もあり、手続き的にも効率的な
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ため、適切な運営さえ行えば、効果が期待できる。

しかし、税を安易に景気対策の手段として用いることは、ややもすれば恣

意的に税制を変更することとなり、総合的に見て不公平感を招く恐れがある。

また市場メカニズムの補正を目的とする免税措置なども、税制を複雑化する

可能性がある。

本来、税はビルトインスタビライザーによって、自動的に景気を安定させ

る役割を持っており、経済政策機能を果たしていると言える。従って、所期

の目的を達した免税措置については、タイムリーに見直す必要があろう。ま

た、新たに導入する場合も、時限的な措置に止める、あるいは、長期的にみ

て望ましい税制の姿を実現する方向で活用すべきであろう。

以上、税制の 3つの機能という観点から見てきたが、税制は必要な財政支出

の原資を調達する際に、「負担の不公平感」をできるだけなくしていくことに

全力をあげるべきである。従来、税の機能とされてきた社会政策機能、経済政

策機能を可能な限り簡素化して、小さな政府をつくることを前提に、財政政策

で代替できるものは積極的に移管するという方向性が望ましい。これが私たち

の基本的な考え方である。

4.具体的な税制の見直し

税のあり方を見直す場合には、直間比率の問題、所得・消費・資産への課税

バランス、税における国と地方の役割分担などの基本的な検討を深めることが

望ましいが、差し当たり具体的に見直すべき税制の主要な項目について、以下

に述べる。

(1)直ちに手をつけるべき項目

直ちに手をつけるべき主な項目には、次のようなものがある。

①納税者番号制の創設

複雑になっている所得の捕捉が可能になり、総合課税に集約できるという

簡素の理念から、納税者番号制度の導入が必要と考えられる。経済がグロー

バル化し、資金が海外流出したり、電子商取引などが活発になることにより、
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課税対象が複雑化、広域化することは避けられない。納税者番号制はこれら

に対して効率的な対応ができる制度として、その有効性が指摘されている。

個人の情報が流出する恐れがあるというプライバシー問題についても、法律

による保護を充実すれば、対応可能な課題であると考える。所得税の最高税

率は下げるが、納税者番号制度の導入で所得捕捉率を高め、税に対する国民

の信頼感を取り戻すために導入が是非とも必要である。収入を総合的に把握

しようとするこの措置は、どちらかといえば金持ちにより厳しい措置になる

と考える。事業者番号制についても、同様の意味で、並行して導入を検討す

べきである。

②租税特別措置の見直し

租税特別措置が従来果たしてきた役割は評価するものの、構造改革の視点

からは、存在自体を見直すべき時期にきていると思われる。租税特別措置は、

特定業種や特定の種類の法人などに有利に働くだけでなく、それによる減収

分は、他への追加的な税負担で賄う必要があることを認識しなければならな

い。このように不公平な扱いを起こしやすい“既得権”を打破するという公

正の理念からも、思い切った見直しをすべき時期にきている。例えば、今後

日本経済にとって不可欠な新規産業の育成で言えば、既存の産業に有利にな

りがちな租税特別措置を見直し、参入しようとする企業が同じ条件で競争で

きるようにすることが必要である。そのためには所得税、法人税などに適用

される租税特別措置は、当面増税になる恐れはあるものの、原則廃止も念頭

に置きながら、検討、見直していくべきである。

③法人税率の引き下げ

現在、政府で検討が進んでいる実効税率のあり方に関しては、国と地方の

税配分という点で難しい面もあるが、国際競争に臨む日本企業にハンディを

負わせない（中立の理念）、企業の海外逃避を防ぐ、あるいは逆に海外から

外国企業の進出を促すという理由から、私たちは、実効税率を国際水準並の

40％に引き下げることを強く支持する。
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④所得に対する課税の見直し

所得税で 50%、 個人住民税で 15％という、 国税と地方税をあわせて

65％の最高税率は、国際的に見ても水準が高く、勤労意欲を阻害したり、

優秀な人材の海外流出を招くという理由から、 50％程度を上限とする累進

税率に改変することが議論されている。平均税率ではあるが、江戸時代でも

五公五民がせいぜいであり、六公四民となると悪代官の苛敷誅求を意味した。

特に、私たちは税による所得再分配に対して慎重な姿勢をとっている。この

意味でも最高税率は引き下げるべきであり、 現在議論されている 50％への

引き下げを強く支持する。

(2)検討に着手すべき項目

次に最優先に実施すべきというには課題が残っているものの、直ちに検討に

着手して、できるだけ早く実行すべき主な項目には、次のようなものがある。

①法人事業税の見直し

法人は活動をするにあたって警察、消防、上下水道、ゴミ処理、道路利用

などの、様々な地方の行政サービスを受けている。事業活動を行っている以

上、法人は利用する行政サービスに対する対価を納税すべきであろう。従っ

て、事業に対する課税という意味で、法人事業税の課税標準を変えることが

是認されるのであり、結果的に赤字法人に対して課税することになってもや

むを得ない。何を課税標準にするかといった問題などについて検討の余地が

あるものの、景気回復の動向を見ながら、導入の方向で検討すべきである。

またあわせて法人住民税についても、そのあり方について考慮しなければな

らない。

②所得税における課税最低限の見直し

現在の課税最低限の水準は300万円超（現在は特別減税の効果で500万

円弱：ただしいずれも標準世帯）である。日本の課税最低限は国際的に見て高

く、見直すべきだと考える。また税は国を支える基本であるという意識を高

めるためにも、所得税はできるだけ幅広く、多くの人が支払うことが望まし

い。その方策としては、合理的な所得控除項目の整理で対応するのが望まし

-10-



く、その結果、税制の簡素化も期待できる。弱者切り捨てとの批判もあるが、

公的扶助などの福祉政策で対応すべきである。ただし大きな問題が2つあり、

一つはセーフティーネットのあり方との関連で、生活保護対象世帯へ課税す

るべきかどうかという点である。もう一つは消費税との関連であり、現在、

所得税の課税最低限以下の人も消費税を支払っており、低所得者が全く納税

していないわけではない。このような事情を総合的に勘案して、課税最低限

をどの水準にするのかという、社会的合意を得ることが必要である。

③消費税の見直し

公正な所得捕捉はかなり困難であり、一方、消費税はどんな人でも消費す

るごとに公平に支払わなければならない税である。また消費税は、ある程度

まとまった税収を確保することが可能な施策でもある。このような事実を踏

まえ、歳入と歳出のかねあいなどの検討を通じて、適正な消費税率の水準に

関する真剣な謹論が必要にならざるをえない。その税率の見直しの際には複

数税率や欧州型インボイス制度※の導入に関しても、同時に実行することを

検討すぺきであり、景気回復動向にも注視しながら、検討を進める必要があ

る。

※日本における消費税制度は従来帳簿方式であったが、インボイス方式を導入すべきとの意

見から、 19 9 4年 11月の税制改革法により、仕入れ税額控除制度が是正され、請求書、

納品書、領収書、その他取引の事実を証明する書類の“保存”が義務づけられた。しかし、

仕送り状を受け渡していくという、欧州型のインボイス方式は導入されていない。

④源泉徴収制度の見直し

源泉徴収制度は、本来税務署が行うべき仕事を、企業がコストを負担し、

肩代わりしている制度と言える。そのため、源泉徴収制度の見直しは、税務

署員の大幅な人員増など、徴税コストの増加をまねくことになり、私たちが

望む小さな政府に反するとの主張がある。しかし源泉徴収制度は政府にとっ

て、徴税コストの点から見てメリットが大きい一方、申告納税制度は納税者

本人にとって、納税者意識を高めることができるというメリットがある。同

じ所得を得ている者の一方が源泉課税で、他方が申告であれば、水平的な公
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平感を維持する上でも問題である。申告制度は、例えば、領収書などで費用

の発生を証明しなければならないという挙証責任が納税者にあるという点で、

国民にとっても負担となる部分があるが、欧米の多くの国と同様に、年末詞

整ぐらいは個人の責任に委ね、申告制度にすべきではないか。また、私たち

は、将来、情報化がさらに進めば、情報ネットの利用により低コストで個人

が納税の申告をできる時代がやってくるのではないかと考える。従って、徴

税方法に関して言えば、申告制度の改良、範囲拡大の方向で直ちに検討を進

めるべきである。

おわりに

私たちは税制における問題点として、公正感、経済に対する中立性、透明性

の確保を重視する。そして健全な税制が確立して初めて、民間部門が安心して

市場原理を活用し、それぞれの潜在力を存分に発揮することが可能になると考

える。

つまり、私たちは税制改革を通じて構造改革の推進を図るべきとの姿勢であ

るが、改革によって公正な税制を確立し、私たち民間が自己責任に基づいた活

動を行うことこそが、あるべき社会の姿であるとの考えがその背景にある。私

たちも、総綸は賛成だが各論は反対という態度ではなく、民間も効率的でかつ

健全な社会を構成する一員として、自ら痛みを伴うことも覚悟することが必要

である。

社会政策機能、経済政策機能の大部分を削減することも辞さずという姿勢で

公正な税制を確立し、むしろ民間の潜在力を引き出す材料にすることが、結果

的に日本の構造改革を促し、活力のある豊かな社会を形成することにつながる、

と私たちは確信している。

以上
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平成 9 -10年度 構造改革委員会活動状況

平成9年

6月19日 スタッフ会

「本年度の具体的な活動の進め方について」

6月26日 正副委員長会議

「構造改革委員会の本年度活動方針について」

8月 7日 スタッフ会

「構造改革委員会の活動の具体的進め方について」

1 0月 2日 講演会・常任委員会

「構造改革の現状と課題 ー改革は本当に進んでいるか一」

講師 大阪大学経済学部長 本間正明氏

正副委員長会議

「構造改革委員会の今後の活動の進め方について」

1 0月29日 正副委員長会議

「金融ビッグバンについて」

講師 松下 滋副委員長（（株）三和総合研究所取締役理事）

「近畿地方の社会資本」

講師 近畿地方建設局長 竹村公太郎氏

1 2月18日 スタッフ会

「構造改革委員会の活動の取り組み方について」

平成10年

2月12日 講演会・常任委員会

「構造改革に資する税制改革とは

ー中長期的視点より我が国に必要な税制を考える一」

講師 大阪大学大学院国際公共政策研究科教授

跡田直澄氏

4月 2日 常任委員会

「公平、効率、活力の視点から見た日本の所得税制の現状と問題点」

講師 関西大学経済学部教授 林 宏昭氏
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4月22日 スタッフ会

「税制改革についての論点整理」

5月25日 講演会・常任委員会

「公平、効率、活力の視点から見た日本の法人税制の現状と問題点」

講 師 中央・クーパース＆ライブランド国際税務ー大阪事務所

マネージャー 佐藤栄一氏

6月15日 正副委員長会議

7月 7日

9月 3日

9月16日

1 0月 6日

1 0月13日

1 0月22日

「構造改革委員会の本年度活動方針について」

スタッフ会

「税制改革に対する論点の整理」

スタッフ会

「提言のとりまとめに向けての討議」

正副委員長会議

「提言のとりまとめに向けての討議」

常任委員会

「提言（案）についての討議」

常任委員会

「提言（案）についての討議」

常任幹事会、幹事会に提言「税のあり方を考える～公正な税制で活

力にあふれ歪みのない健全な社会へ～」（案）を報告

1 1月30日 提言「税のあり方を考える～公正な税制で活力にあふれ歪みのない

健全な社会へ～」を記者発表
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平成10年度構造改革委員会常任委員会名簿

委員長 山本雅司 大阪ガス 副社長

副委員長 三宅純一 日本総合研究所 副理事長

李勝載 信用組合関西興銀 副会長

増田保男 積水樹脂 社長

坪井清 日立造船 副社長

五十嵐勇二 日本興業銀行 常務大阪支店長

松下滋 三和総合研究所 取締役理事

山崎辰見 清水建設 常務

山本進 ダイキン工業 油機事業部企画部長

正地信夫 日本生命保険 本店財務審査部長

村瀬省三 国際電信篭話 取締役大阪支社長

常任委員 和泉道子 ミチ・ラ・ボーテ 代表取締役

井上博司 光洋精工 社長

岩堀雅彦 中央監査法人（クーハ ー゚ス・アンド・ライプうンド） 代表社員（パートナー）

上野昌也 上野製薬 常務

江並一嘉 近鉄百貨店 副社長

金光洋三 NTT関西移動通信網 社長

神林比洋雄 アーサーアンダーセン 大阪事務所パートナー

オ川至孝 新明和工業 社長

齋藤績 関西電力 支配人秘書役

末光邦彦 住友金属工業 取締役

杉尾嘉昭 大阪証券取引所 専務理事

砂本貞夫 イズミヤ 総務部長

田中嘉彦 ジェーシービー 常務大阪支社長

中野久 関電情報システム 専務

春次賢太朗 春次メディカルグループ 理事長

藤田邦隆 東海旅客鉄道 取締役関西支社長

船井 孝祐 神戸製鍋所 理事大阪支社長

村上路一 住友電気工業 経営企画部長

安井勝正 三菱雷機 関西支社副支社長

米倉永子 GKアソシエイツ 社長

和田義昭 鴻池運輸 常務
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スタッフ 宇都弘道

青木俊夫

豊田尚吾

西村信幸

蜂屋勝弘

菊池友幸

菱川道生

藤楕琢磨

江島由裕

森口勉

萩原幸洋

前田俊哉

斎藤正範

代表幹事スタッフ中村仁

減原潮

事務局 萩尾千里

金子秀一

大阪ガス

大阪ガス

大阪ガス

日本総合研究所

日本総合研究所

積水樹脂

日立造船

日本興業銀行

三和総合研究所

清水建設

ダイキン工業

日本生命保険

国際電信電話

西日本旅客鉄道

西日本旅客鉄道

関西経済同友会

関西経済同友会
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経営調査室長

経営調査室次長

経営調査室係長

調査部（大阪）マネジャー兼主席研究員

謂査部（大阪）研究員

経営企画情報室主査

企画部秘書役

審査部西日本企業審査室室長

研究開発2部主任研究員

大阪支店企画部長

油機事業部企画部主事

企画広報部課長代理

大阪支社総務企画部担当部長

経営企画部次長

経営企画部主席

常任幹事・事務局長

企画調査部主任



魏説羞に関する提言 「 税のあり方を考える
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